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宿毛市下水道事業経営戦略 
 

 
１．事業概要 
（１）事業の現況 

①施設 

 
② 使用料 

 団 体 名 ： 宿毛市
 事 業 名 ： 公共下水道事業・農業集落排水事業・漁業集落排水事業
 策 定 日 ： 令和 7 年３月
 計 画 期 間 ： 令和 7 年度～令和 16 年度

 

供用開始年度 
（供用開始後年数）

公共下水道事業 
平成 14 年度(22 年) 

農業集落排水事業 
平成 10 年度(26 年) 

漁業集落排水事業 
平成 11 年度(25 年)

法適(全部適用・一部
適用)非適の区分

法適用(全部） 
令和 6 年４月移行

 処理区域内 
人口密度

26.7 人/ha 
(令和 5 年度決算統計 3 事業合算) 流域下水道等への 

接続の有無 無  公共下水道事業 (4,095 人、160ha) 
農業集落排水事業 (  452 人、 12ha) 
農業集落排水事業 (  251 人、  8ha)

 処理区数 ３処理区 
(公共下水道１処理区、農業集落排水 1 処理区、漁業集落排水 1 処理区)

 処理場数 ３処理場 
(公共下水道１処理場、農業集落排水 1 処理場、漁業集落排水 2 処理場)

 広域化・共同化・最適化
実施状況 該当なし

 

一般家庭用使用料体系の 
概要・考え方

■公共下水道、農業集落排水、漁業集落排水 
基本水量に対する基本料金と超過水量(水量段階別)に応じた使用料
金による料金体系としています。 
料金表（１か月につき）税抜 

使用料は上記料金表により算出した額の合計額に消費税相当額を加え
た額とする。1 円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てるものとする。

 

業務用使用料体系の 
概要・考え方

製氷業その他の営業で、その営業に伴い使用する水の量がその営業に伴
い公共下水道に排除する汚水の量と著しく異なるものを営む使用者は、
規則で定めるところにより、毎使用月、その使用月に公共下水道に排除し
た汚水の量及びその算出の根拠を記載した申告書を、その使用月の末日
から起算して 7 日以内に市長に提出しなければならない。市長は、その申
告書の記載を勘案してその使用者の排除した汚水の量を認定するものと
する。

 その他の使用料体系の 
概要・考え方

水道水以外の水を排除した場合は、その使用水量とし、当該使用水量は
使用者の使用の態様を勘案して市長が認定する。

 条例上の使用料*1 
（２０㎥あたり） 

※過去３年度分を記載

公共下水、農業集落排水、漁業集落排水 
令和 3 年度      2,310 円（税込み）

 令和 4 年度      2,310 円（税込み）
 令和 5 年度      2,310 円（税込み）

 基本料金 10 ㎥まで 1,000 円
 超過料金(1 ㎥につき) 10 ㎥超え 20 ㎥まで 110 円
 20 ㎥超え 30 ㎥まで 120 円
 30 ㎥超え 50 ㎥まで 130 円
 50 ㎥を超えるもの 150 円
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*1　条例上の使用料とは、一般家庭における２０㎥あたりの使用料をいう。 
*2　実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０㎥を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含む）をいう。 

 
③組織 

 
（２）民間活力の活用等 

 

（３）経営比較分析表を活用した現状分析 

直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公
営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）は次のとおりです。 

・公共下水道事業 
・農業集落排水事業 
・漁業集落排水事業

 実質的な使用料*2 
（２０㎥あたり） 

※過去３年度分を記載

公共下水、農業集落、漁業集落（合算） 
令和 3 年度      2,783 円（税込み）

 令和 4 年度      2,749 円（税込み）
 令和 5 年度      2,493 円（税込み）
 公共下水 

令和 3 年度      2,798 円（税込み）
 令和 4 年度      2,755 円（税込み）
 令和 5 年度      2,493 円（税込み）
 農業集落 

令和 3 年度      2,709 円（税込み）
 令和 4 年度      2,723 円（税込み）
 令和 5 年度      2,506 円（税込み）
 漁業集落 

令和 3 年度      2,646 円（税込み）
 令和 4 年度      2,695 円（税込み）
 令和 5 年度      2,463 円（税込み）

 職員数 水道課下水道係の職員が下水道事業の運営を行っています。 
　職員数（係長 1 名、係員 2 名）損益勘定職員

 

事業運営組織

【水道課】職員数 13 名 
課長  （1 名） 
課長補佐 （1 名） 
係長  （3 名） 
担当職員 （6 名） 
会計年度任用職員（1 名） 
再任用職員 （1） 
 

 

民間活用の状況
ア　民間委託 
（包括的民間委託を含む）

それぞれの浄化センター、マンホールポンプの管
理を民間に委託しています。

 イ　指定管理者制度 現時点では実施していません。
 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ 現時点では実施していません。
 

民間活用の状況
ア　エネルギー利用 
（下水熱・下水汚泥・発電等） 現時点では実施していません。

 イ　土地・施設等利 
（未利用土地・施設の活用等） 現時点では実施していません。

課長 1
課長補佐 1

係長 1 係長 1 係長 1
担当職員 2 担当職員 2 担当職員 2
(損益勘定職員) 再任用職員 1 会計年度

任用職員
計 3 計 4 計 4

1

宿毛市役所 水道課

下水道係 水道係 庶務係
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分
析

表
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年

度
決

算
）

分
析

欄

1
.
 
経

営
の

健
全

性
・

効
率

性
1
.
 
経

営
の

健
全

性
・

効
率

性
に

つ
い

て

2
.
 
老

朽
化

の
状

況
に

つ
い

て

2
.
 
老

朽
化

の
状

況

全
体

総
括

収
益

的
収

支
比

率
は

一
定

の
改

善
は

み
ら

れ
る

も
の

の
前

年
同

様
の

低
い

値
と

な
っ

て
お

り
ま

す
が

、
経

費
回

収
率

は
類

似
団

体
の

平
均

値
を

上
回

っ
て

お
り

ま
す

。
施

設
利

用
率

は
昨

年
並

み
と

な
っ

て
お

り
ま

す
が

、
維

持
修

繕
経

費
の

節
減

効
果

に
よ

り
最

低
限

の
状

態
を

持
続

で
き

て
お

り
ま

す
。

集
落

排
水

事
業

は
小

集
落

の
規

模
で

経
営

し
て

い
る

た
め

、
今

後
の

更
な

る
人

口
減

少
を

考
慮

し
、

引
き

続
き

加
入

率
の

向
上

、
経

費
の

節
減

等
の

一
層

の
経

営
努

力
に

取
り

組
ん

で
ま

い
り

ま
す

。

汚
水

処
理

施
設

の
老

朽
化

対
策

は
令

和
元

年
度

で
完

了
し

ま
し

た
が

、
更

新
未

実
施

の
管

渠
や

マ
ン

ホ
ー

ル
の

適
切

な
維

持
の

た
め

、
今

後
、

点
検

調
査

の
実

施
を
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っ

て
ま

い
り

ま
す

。
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令
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度
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取
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組
ん

で
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た
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事

業
に

よ
り

、
年

間
の

維
持

修
繕

経
費

の
軽

減
が

見
込

ま
れ

ま
す

。
今

後
も

引
き

続
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、
継
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な
加

入
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行
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域
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っ
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い
り

ま
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比
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分
析

表
（

令
和

5
年

度
決

算
）

分
析

欄

1
.
 
経

営
の

健
全

性
・

効
率

性
1
.
 
経

営
の

健
全

性
・

効
率

性
に

つ
い

て

2
.
 
老

朽
化

の
状

況
に

つ
い

て

2
.
 
老

朽
化

の
状

況

全
体

総
括

収
益

的
収

支
は

昨
年

度
を

下
回

る
な

か
、

経
費

回
収

率
は

前
年

度
よ

り
上

昇
し

て
お

り
ま

す
。

こ
れ

は
老

朽
化

に
よ

り
単

年
度

に
お

け
る

維
持

修
繕

経
費

が
増

額
し

た
こ

と
が

主
な

要
因

と
な

っ
て

い
ま

す
が

、
現

在
、

漁
業

集
落

環
境

整
備

機
能

保
全

計
画

を
策

定
し

、
長

期
的

な
更

新
需

要
を

把
握

す
る

中
、

計
画

的
に

設
備

更
新

を
行

う
こ

と
で

、
投

資
の

平
準

化
を

取
り

組
ん

で
お

り
ま

す
。

経
営

状
態

は
現

状
維

持
し

て
い

る
状

況
で

は
あ

り
ま

す
が

、
引

き
続

き
加

入
率

向
上

に
努

力
が

必
要

と
考

え
て

お
り

ま
す

。

近
年

、
中

継
ポ

ン
プ

設
備

や
処

理
施

設
の

老
朽

化
が

顕
著

と
な

っ
て

お
り

ま
す

が
、

R
2
年

度
に

漁
業

集
落

環
境

整
備

機
能

保
全

計
画

を
策

定
し

て
お

り
、

現
在

こ
れ

に
基

づ
き

、
計

画
的

に
設

備
更

新
を

行
う

こ
と

で
、

投
資

の
平

準
化

に
取

り
組

ん
で

お
り

ま
す

。

漁
業

集
落

排
水

事
業

に
つ

い
て

は
、

地
理

的
条

件
か

ら
他

事
業

と
の

広
域

化
・

共
同

化
が

望
め

な
い

状
況

の
た

め
、

単
独

で
の

安
定

経
営

を
目

指
し

て
い

か
な

く
て

は
な

り
ま

せ
ん

。
こ

の
こ

と
か

ら
、

R
2
年

度
に

策
定

し
た

漁
業

集
落

環
境

整
備

機
能

保
全

計
画

に
基

づ
き
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計

画
的

に
設

備
更

新
を

行
う

こ
と

で
、

投
資

の
平

準
化

に
取

り
組

む
と

と
も

に
、

使
用

料
改

定
の

検
討

に
着

手
し

、
安

定
収

入
の

確
保

に
取

り
組

ん
で

ま
い

り
ま

す
。
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２．将来の事業環境 
（１）処理区域内人口の予測 

■下水道全体（公共下水道、農業集落排水事業、漁業集落排水事業） 
①処理区域内の人口推計 

Ÿ処理区域内の人口推計は、事業ごとに過年度の人口減少傾向から推計し、3 事業分を合算しまし
た。 

②水洗化人口の推計 

Ÿ水洗化人口の推計は、事業ごとに過年度の人口増減傾向から推計し、3 事業を合算しました。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（２）有収水量の予測 
Ÿ有収水量＝水洗化人口×水洗化人口 1 人当たり有収水量（令和 5 年度実績）とし、3 事業分を
合算しました。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

実績 推計

実績 推計
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下水道使用料(税抜き)

（３）使用料収入の見通し 
Ÿ料金収入見通し＝有収水量×有収水量当たり料金収入（令和７年度予算）とし、3 事業分を
合算しました。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（４）施設の見通し 
Ÿ施設については、ストックマネジメント計画を策定し、汚水処理場機械設備更新事業を進めるとともに、
経営状況に見合った計画的な維持修繕・機械・管路等の更新に取り組んでいきます。 
 

（５）組織の見通し 
Ÿ現在の人員構成が本市の公共下水道事業を運営していく上での最低ラインと考えています。今後と
も経営の効率化を検討しつつ、経営技術の維持・継承についても支障をきたすことのないよう継続的
に検討します。 
 

３．経営の基本方針 

（１）経営の基本方針 
■公共下水道 

・本市の下水道事業は、平成 4 年度から本格的な下水道整備に着手し、平成 14 年度に「宿毛ク
リーンセンター」（汚水処理場）が供用開始となり、生活環境の向上と公共水域の水質改善・維
持に大きく貢献しています。 

・今後の課題として、汚水処理の効率化・最適化を図るため、二ノ宮地区農業集落排水事業の公
共下水道への編入検討や、既に策定しているストックマネジメント計画に基づき、供用開始から 23
年を経過した汚水処理施設の宿毛クリーンセンター等について、施設全体の持続的なライフサイクル
コストの低減を図ります。 

・雨水対策としては、老朽化の進む宿毛ポンプ場の適切な施設の維持又は更新を行い、大雨による
浸水被害から市民の生命や財産を守ります。 

・汚水対策については、引き続き公共下水道の維持を行っていく中で、人口減少等の社会情勢を踏
まえた適切な汚水処理方法について検討する必要があります。 

実績 推計
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・今後は、少子高齢化の進行に伴う人口減少などにより使用料の減収が想定される中、施設・設備
の老朽化による修繕費用等の増加が見込まれ、公共下水道事業を取り巻く経営環境は大変厳し
くなることが予想されます。このため、健全な経営を行っていくためには、コスト縮減を合理的に進めて
いくと共に、更なる加入促進と料金収納管理業務を積極的に行って参ります。また、経営環境の
様々な変化をモニタリングし、今後の料金改定の必要性についても継続的に検討を続け、財源の確
保を図っていきます。 

 
■農業集落排水 

・本市の農業集落排水事業は、平成 6 年度から事業に着手し、平成 10 年度から供用開始となっ
ています。農業集落排水施設の供用開始により、生活環境の向上と農業用水路や河川等公共
水域の水質改善・維持に大きく貢献をしています。 

・今後の課題として、汚水処理の効率化・最適化を図るため、二ノ宮地区農業集落排水事業の公
共下水道への編入検討や、適切な施設の更新を行うとともに農業集落排水事業の経営の健全化
を図るため、更なる加入促進と料金収納管理業務を積極的に行って参ります。 

・今後は、少子高齢化の進行に伴う人口減少などにより使用料の減収が想定される中、施設・設備
の老朽化による修繕費用等の増加が見込まれ、農業集落排水事業を取り巻く経営環境は大変
厳しくなることが予想されます。このため、健全な経営を行っていくためには、コスト縮減を合理的に進
めていくことが必要です。 

・また、経営環境の様々な変化をモニタリングし、今後の料金改定の必要性についても継続的に検討
を続け、財源の確保を図っていきます。 

 
■漁業集落排水 

・本市の漁業集落排水事業は、平成 7 年度から事業に着手し、平成 11 年度から供用開始となっ
ています。漁業集落排水施設の供用開始により、漁業集落の生活環境の向上と公共水域の水質
改善・維持に大きく貢献をしています。　 

・今後の課題として、供用開始後 25 年が経過した排水施設については、引き続き集落排水事業施
設の適正な施設更新を行います。 

・また、漁業集落排水事業の経営の健全化を図るため、更なる加入促進と料金収納管理業務を積
極的に行って参ります。 

・今後は、少子高齢化の進行に伴う人口減少などにより使用料の減収が想定される中、施設・設備
の老朽化による修繕費用等の増加が見込まれ、漁業集落排水事業を取り巻く経営環境は大変
厳しくなることが予想されます。このため、健全な経営を行っていくためには、コスト縮減を合理的に進
めていくことが必要です。 

・また、経営環境の様々な変化をモニタリングし、今後の料金改定の必要性についても継続的に検討
を続け、財源の確保を図っていきます。 
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４．投資・財政計画（収支計画） 
（１）投資・財政計画（収支計画） 

別紙のとおり 
（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明 

①収支計画のうち投資についての説明 

 
上記目標の達成に対応するため、計画期間内において次の事業を予定しています。 
【計画期間内の事業計画】 

令和 7 年度　宿毛ポンプ場放流渠耐震補強工事 ······································· 46 百万円 
令和 7 年度～16 年度　ストックマネジメント事業等 ································· 2,780 百万円 
 

②収支計画のうち財源についての説明 

 
【使用料収入の見通し、使用料の見直しに関する事項】 

・使用料収入は、有収水量×有収水量当たりの使用料で算定しました。 
・使用料の見直しについては、経営環境の様々な変化をモニタリングし、今後の料金改定の必要性に
ついて継続的に検討を続け、財源の確保を図っていく考えとしています。 

 

目標

・経営のモニタリング指標（経営目標）として、水洗化率の改善を図るため、加入
率を目標に設定します。 

＜目標＞計画期間 令和 16 年度末における目標 
・３事業合算における加入率（加入戸数÷受益戸数）・・・・65％以上 
※3 事業合算における令和 5 年度加入率（64.59％） 
・処理区域内人口のうち、実際に水洗便所を設置して汚水処理している人口の割
合を表した指標であり、水洗化率向上のための普及啓発を図ります。

 

目標

・経営のモニタリング指標（経営目標）として、収益的収支比率を設定します。 
＜目標＞計画期間 令和 16 年度末における目標 
・3 事業合算における経常収支比率 100％以上を目指します。 
（令和 5 年度実績 該当なし） 
＜財源の目標に関する考え方＞ 
・経常収支比率は、当該年度の経常収益で維持管理費等の経常費用をどの程
度賄えているかを示す指標であり、健全経営を続けていくために単年度収支の黒
字化を目指します。 

・今後、ストックマネジメント事業等による投資を予定していることから、国庫補助金
及び地方債等により、必要な財源を確保します。一般会計からの繰入金について
は、国が示す繰出基準に基づく繰入に加えて、収支の均衡を図るため基準外の繰
入を行います。今後も維持管理費用の縮減に努め、基準外繰入金を安易に増
加させることがないよう努めます。



10

【企業債に関する事項】 
・建設改良費の全額に対し、起債を充てる予定としています。 
・新規発行企業債の発行条件は、元利均等方式、償還期間 30年、うち据置 5年、利率は3.0％
以内で想定しています。 

 
【繰入金に関する事項】 

・国が示している一般会計からの繰出しの基本的な考え方に沿って、繰入れを行う試算としています。 
・また、下水道施設の資本費に係る他会計出資金及び維持管理費等に係る他会計補助金につい
て財政部局と協議の上、基準外の繰入金についても一般会計から繰入れを行う試算としています。 

 
【資産の有効活用に関する事項】 

・現在、遊休資産が存在しないため、本計画では反映しておりません。なお、今後、人口減少等によ
り使用されなくなった施設等が生じた場合、その活用について検討します。 

 
【その他】 

・生活排水処理の意義や下水道事業の経営状況等について周知を図り、使用料収入の未納解消
に努めます。 

 
③収支計画のうち投資以外の経費についての説明 

【民間の活力の活用に関する事項（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制度、PPP/PFI
など）】 

・業務の効率化や経費削減のため、浄化センター、マンホールポンプの管理を民間に委託しており、現
行の委託業務形態が当面継続することを前提に試算しています。 

・PPP/PFI などについては、本計画では反映しておりませんが、全国の先進事例及びそれらのもたらす
効果等を勘案して、今後検討していきます。 

 
【職員給与費に関する事項】 

・令和 7 年度予算における「1 人当たりの年間給与費」に「職員数」と「物価上昇率」を乗じて試算し
ています。 

 
【動力費、光熱水費、通信運搬費、修繕費、薬品費、委託料、その他に関する事項】 

・令和 7 年度予算に「物価上昇率」を乗じて試算しています。 
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（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要 
①今後の投資についての考え方・検討状況 

 
②今後の財源についての考え方・検討状況 

 
③投資以外の経費についての考え方・検討状況 

 

広域化・共同化・最適化
に関する事項

汚水処理区の見直し（処理施設の効率化・共同化）の実現に向
け、計画案を策定して参ります。また、行政区域をまたがる広域化等の
取組みについては、県及び近隣自治体と足並みを揃えて、中長期的な
将来を見据えて共同化等について検討していきます。

 投資の平準化に関する 
事項

計画期間中に、長期的な視点で効率的な資産管理を図るためのスト
ックマネジメントを策定し、事業の平準化を図りながら施設整備を進めま
す。

 民間活力の活用に関す
る事項（PPP/PFI など）

PPP/PFI などについては、本計画では反映しておりませんが、全国の先
進事例及び当該事例についての評価等を勘案して、今後検討していき
ます。

 
その他の取組 現時点では、特にありません。

 使用料の見直しに関す
る事項

経営環境の様々な変化をモニタリングし、今後の料金改定の必要性に
ついても継続的に検討を続け、財源の確保を図っていく必要があります。

 資産活用による収入増
加の取組について

下水熱・下水汚泥・発電等のエネルギー利用の取組などや、人口減に
より使用されなくなった施設等が生じた場合の活用については、今後検討
していきます。

 その他の取組 現時点では、特にありません。

 

民間活力の活用に関す
る事項（包括的民間委
託等の民間委託、指定
管理者制度、PPP/PFI
など）

他自治体の先進的取組事例の調査を行い、民間活用における官民
のリスク分担や取組により生じる利害得失（リスク及びメリット）を把握す
ると共に、個別業務のアウトソーシングから包括的民間委託の導入や施
設改修に関わるDBOの導入など段階的な検討を継続的に実施します。 

また、身近なテーマとして、維持管理、保守点検及び清掃等について、
委託方法や委託範囲の変更とそれに伴う影響やコストの増減等を勘案
しつつ、引き続き、民間活力の活用を検討していきます。

 職員給与費に関する事
項

施設整備更新を進めていくためには、技術系職員及び事務系職員共
に人員削減は困難であるものの、事務処理の効率化や組織統合といっ
た職員給与費に関する事項について検討していきます。

 動力費に関する事項 現時点では、特にありません。
 薬品費に関する事項 現時点では、特にありません。
 

修繕費に関する事項
施設の老朽化が進んでおり、今後、修繕が必要になってきます。修繕

計画の立案により修繕費の節約及び平準化を図るとともに、施設の定期
点検等による施設の長寿命化を図っていきます。

 
委託費に関する事項

対象設備と人件費を適正に算出し、委託料を設定していきます。ま
た、民間活力の活用を検討するなかで、必要に応じて計画の見直しを行
っていきます。

 その他の取組 現時点では、特にありません。
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５．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項 
 

 
６．その他 

①経費回収率向上に向けたロードマップ 
経費回収率は、汚水処理に係る費用が、どの程度使用料収益で賄えているかを表した指標であり、

経費回収率が 100％を下回っている場合、汚水処理に係る費用が使用料収益以外の収入で賄われ
ていることを意味します。 

本市の下水道事業における経費回収率（法非適用）は、経営比較分析表に示したとおり、令和
５年度において、公共下水道事業（67.58％）、農業集落排水（83.53％）、漁業集落排水
（78.72％）であり 100％を下回っています。 

一方、本市の有収水量は、少子高齢化等の影響による処理区域人口の減少を受け、計画期間末
の令和 16 年度には、令和５年度の 80％程度に減少する予測となっており、使用料収益も減少する
見込みとなっています。 

下水道事業は令和 6 年度から公営企業会計法の適用に移行したことにより、経費回収率は令和 6
年度決算見込みでは 36％となっておりますが、この動向をモニタリングして、定期的な料金体系の見直
しを図り、経費回収率の向上につなげます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

７．経営戦略ひな形様式（別紙） 
「経営戦略策定・改定マニュアル(令和４年１月改定　総務省)」に示された「経営戦略ひな形様式(別
紙)」を次のとおり添付します。 
別紙 様式第 2 号（法適用企業・収益的収支）投資・財政計画（収支計画） 
別紙 様式第 2 号（法適用企業・資本的収支）投資・財政計画（収支計画） 
別紙 原価計算表 

 

経営戦略の事後検証、
改定等に関する事項

将来にわたって安定的に事業を継続していくため、PDCA サイクルの考えに
基づき、投資・財政計画の達成状況について毎年度進捗管理を実施する
ことにより、計画と実績の乖離を検証し、必要に応じて修正を行います。 

また、使用料金の変更や民間活力の活用等により、収支計画の変更が
必要となる場合においては、本戦略を見直しするほか、概ね５年ごとに総合
的な検証を行ない、さらなる現状分析や社会状況の変化などを考慮し、本
戦略を更新します。
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供用開始年月日(公共下水) 平成 14 年 3 月 31日
供用開始年月日(農業集落) 平成 10 年 4 月 1 日
供用開始年月日(漁業集落) 平成 11 年 4 月 1 日

処理区域内人口(令和6年度見込) 4,719人
計算期間 自 ： 令 和 7 年 ４ 月

至 ： 令 和 17 年 ３ 月
（10年間）

最近１箇年間の実績
（R6年度決算見込）

投資・財政計画計上額
(10年間平均)　（Ａ）

公費負担分
(10年間平均)　（Ｂ）

料金対象収支
（Ａ）－（Ｂ）

42,272 39,996 0 39,996

0 0 0 0

442,825 450,755 0 450,755

485,097 490,751 0 490,751

最近１箇年間の実績
（R6年度決算見込）

投資・財政計画計上額
(10年間平均)　（Ａ）

公費負担分
(10年間平均)　（Ｂ）

料金対象収支
（Ａ）－（Ｂ）

0 13,058 0 13,058

2,587 5,801 0 5,801

0 16,626 0 16,626

1,925 2,262 0 2,262

42,847 46,338 0 46,338

28,154 11,982 0 11,982

75,513 96,067 0 96,067

人 給 料 13,222 13,824 13,824 0

件 諸 手 当 7,967 8,808 8,808 0

費 福 利 費 4,681 5,096 5,096 0

0 0 0 0

0 0 0 0

7,707 7,640 7,640 0

33,577 35,367 35,367 0

資 40,365 35,548 35,548 0

本 327,894 321,308 161,457 159,851

費 0 0 0 0

368,259 356,856 197,005 159,851

477,349 488,290 232,372 255,918
料金算定期間(開始) 料金算定期間(終了) 料金算定期間 資産維持費率※
償却資産(期首残高) 償却資産(期末残高) 償却資産(平均残高) （標準値）

8,285,247 5,247,475 6,766,361 3%

※資産維持費＝料金算定期間の平均償却資産残高×資産維持費率 202,991

　(営業及び営業外費用)+(資産維持費) 458,908

料金収入／(料金対象経費+資産維持費) ：　(X)／((Y)＋(Z))＊１００＝ 8.7
＜料金水準についての説明＞

原価計算表

そ の 他

合 計

収入の部

項 目
金額（千円）

使 用 料 (X)

受 託 工 事 収 益

支出の部

項 目
金額（千円）

材 料 費

薬 品 費

委 託 料

小 計

管
渠
・
処
理
場
費

動 力 費

修 繕 費

基本水量に対する基本料金と超過水量(水量段階別)に応じた使用料金による料金体系としています。
・基本料金：10㎥まで1,000円
・超過料金：10㎥超え20㎥まで110円、20㎥超え30㎥まで120円、30㎥超え50㎥まで130円、50㎥を超えるもの150円
使用料の見直しについては、経営環境の様々な変化をモニタリングし、今後の料金改定の必要性について継続的に検討を続け、財源の確保を図っていく考え
としています。

そ の 他

そ の 他

企 業 債 取 扱 諸 費 そ の 他

小 計

減 価 償 却 費

支 払 利 息

小 計

合 計 (Y)

一
般
管
理
費

流域下水道管理運営費負 担金

委託料(管渠･処理場費で計上済)

料 金 対 象 経 費 （ Y ） ＋ （ Z ）

資 産 維 持 費 （ Z ）


